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明石海峡大橋が完成し、予想以上の交通量を得て、

その重要性が改めて認識されるとともに、長期耐用

が望まれる。

わが国の高度経済成長期に、社会基盤を整備する

ため多くの公共構造物が建設された。最近その経年

管理比重が増し、構造物をいかに合理的、経済的に

長寿化させるかが重要課題になってきている。

構造物の破壊態様としては、地震、台風等の過度

な外力による突発的な破壊と、経年劣化による緩慢

な破壊とがある。

わが国では地震と台風に関しては、十分な研究が

行われていたが、阪神大震災により予想だにしなか

った破壊事態が生じた。従来の研究成果の域を越え

る被害を受けたのである。この震災は今後に多くの

研究課題を残した。

一方、緩慢な構造物の劣化破壊要因については、

使用材料、構造部位、作用荷重、使用条件等が複合

的に関与している。これに対しては、点検管理要領、

不具合変状予測、処置工法等を事前にシステム化し

て対応する必要がある。

構造物の点検で変状や機能的な問題点が発見され

れば、緊急度、規模の大小によって予算、作業準備

等があり、さらに重度の場合には特別な検討期間が

必要となる。即応するためには、計測システム、供

用管理システムを盛り込み、構造物の損傷度の評価

を中心にした総合的な健全度診断システムの設定が

最重要となる。

長大吊橋では、その構造特性により大型構造部材、

異種複合部材、複雑形状部材、高性能材料等の使用

と複雑な全体構造系から高次の経年管理への取りく

みが必要である。

明石海峡大橋は、世界最長の吊橋であり海外の既

往の長大吊橋技術、自主研究成果とさらに関連技術

分野の支援を得て完成した。その総合的成果は世界

に誇れるものとなっている。

しかし今後の経年管理で、南・北備讃瀬戸大橋に

見られるようなメインケーブル内への浸水に伴う素

線の亜鉛メッキの白亜化など懸念される問題が新た

に出てきている。

材料の経年劣化挙動の解明には、長期間の自然環

境条件下での実証的データを必要とするが、類似構

造物から得られるデータも貴重である。例えば、電

力関係では長大吊橋の構造要素に類似したものとし

て高圧送電線、同鉄塔、変電所鋼構造物、重力式コ

ンクリートダム等がある。これらの長期耐用研究成

果は、長大吊橋の維持管理面でも大いに活用できる

ものと考えられる。

また鋼構造物の劣化現象は、生物の老化進行過程

と似ており、B．ゴンペルツの成長曲線もこの長寿

化の理論的研究において有用と考えられる。

イギリスのフォース鉄道橋、フランスのエッフェ

ル塔が入念な管理により、100年以上耐用している

ように、明石海峡大橋も今後の総合的な管理技術の

向上により、いつまでも現在の美しい姿を保ってほ

しいと念願している。

鋼構造物の経年耐久性について

�ハイテクノ島田構造物研究所
所長 島　田　喜十郎

（元 本州四国連絡橋公団垂水工事事務所長）

369号の目次に戻る
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３．閲覧方法

a 「R&D News Kansai」データベースアイコン

取得

まず、ＫＩＮＤネット全社掲示板の「お知らせ」

欄の「総合技術研究所」→「その他」→「R&D

News Kansai」→「本文」を表示させて「R&D News

Kansai」データベースアイコンを取得する。ワーク

スペース上に作成された「R&D News Kansai」デー

タベースを開くと第１図のような画面が現れる。

初めてご利用になる方は、ナビゲータ画面の「初

めてお使いになる方へ」をクリックし、説明をお読

みください。Acrobat Readerは全社掲示板の「OAに

関するQ＆A」からインストールできます。

また、「最新の６ヶ月分」と「バックナンバー

（最新の６ヶ月分より過去のもの）」とは閲覧方法が

異なるので、それぞれについて閲覧手順を述べる。

s 閲覧手順

ａ．「最新の６ヶ月分」を閲覧する場合

ＫＩＮＤネットから直接閲覧することができるの

で「ＫＩＮＤネット版」と呼んでいる。

閲覧手順は以下の通り。

・概要

本誌「R&D News Kansai」がＫＩＮＤネット上で

も閲覧できるようになったので、その特徴と閲覧方

法について紹介する。なお、ＫＩＮＤネットとは社

内のＮＣ－ＬＡＮシステムのことで、社外の方はご

覧いただけない。

１．はじめに

「R&D News Kansai」は毎月、社内外の皆さまに

冊子の形でお届けしていたが、現在構築中の「研究

成果情報検索システム」に合わせて、データのデジ

タル化を図った。このデジタルデータを利用し、Ｋ

ＩＮＤネット上に掲示することにより情報発信のチ

ャンネルを増やし、情報発進力を強化すると共にマ

ルチメディア化に対応した。

２．ＫＩＮＤネット上の「R&D News Kansai」

の特徴

・画面には冊子版と全く同じイメージのものが

表示される。

・拡大、縮小表示が自由にでき、テキスト文字

であれば品質が落ちない。

・印刷したときの品質が良い。

・見たい標題に即座に移動できる。

デジタル化に際してＰＤＦというファイル形式で

作成しており、これらは、このＰＤＦの特徴である。

ＰＤＦ（Portable Document Format）ファイルは

Adobe Systems社が開発したネットワーク上で配信

可能な電子文書のフォーマットで、上記のような特

徴に加えて、ネットワークの配信に不可欠なコンパ

クトなファイル容量を実現している。ただし、

Acrobat Readerというアプリケーションソフトで閲

覧、印刷する。

ト　ピ　ッ　ク　ス

キーワード：ＫＩＮＤネット、ＰＤＦ、Acrobat Reader、研究成果情報検索システム

R&D News Kansai編集事務局

「R&D News Kansai」！ＫＩＮＤネット上で配信開始！！

R&D News Kansai
初めて�
お使いに�
なられる方へ�

はじめに、Avrbat Readerを�
インストールしてください�

最新の６ヶ月分�
（KINDネット版）�

バックナンバー�
（イントラネット版）�

６ヶ月より過去のものをご覧になる方
はこちらをご利用ください�

終了�

１９９８年４月号�
１９９８年４月号�

ナビゲータ画面�

第１図 「R&D News Kansai」初期画面

369号の目次に戻る
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qナビゲータ画面の「最新の６ヶ月分（ＫＩＮＤ

ネット版）」をクリックし、右のビュー画面に

発行号の一覧表を表示する。（第１図）

w例えば「１９９８年４月号」をダブルクリック

する。

e当該月の「CONTENTS（目次）」が表示される

ので　　の部分をダブルクリックし（第２図）、

表示されたプロパティダイアログ起動ボタンを

押す。

rAcrobat Readerが自動起動し、表紙のＰＤＦ画

面が現れる。（第３図）

t第３図のように「しおり」を作成しているので、

「しおりと画面表示」ボタンをクリックし、

「しおり」を表示させてから（この図では既に

しおりが表示されている）、見たい標題をクリ

ックするか、「CONTENTS（目次）」ページの

各標題にもリンクを貼っているので、これをク

リックするか、どちらかの方法で閲覧する。

y印刷も簡単にできる。

u終了するには画面一番右上の×印をクリックす

る。

ｂ．バックナンバー（最新の６ヶ月分より過去の

もの）を閲覧する場合

現在構築中の「研究成果情報検索システム」に入

り閲覧する。当システムはイントラネットを利用し

ているので、「イントラネット版」と呼んでいる。

閲覧手順は以下の通り。

qナビゲータ画面の「バックナンバー（イントラ

ネット版）」をクリックし、ビュー画面を表示

させる。（第４図）

wビュー画面の「バックナンバー閲覧」をダブル

クリックし、「研究成果情報検索システム」へ

のリンクボタンを押す。（第５図）

しおり�

CONTENTS�
Eureka！発見の感激
高次高調波障害調査
光素子による変圧器
高調波多地点同時測
ワン・ストップ・サ
配電自動化ペアエリ
岩盤箇所におけるパ
電子写真ファイルシ
高調波・蒸気複合式
自動風呂給湯温水�
既設熱源機器の水�
日本アーム技術研究
社外研究発表の紹介
新規登録特許の紹介
見学者数の紹介�
�

第３図 表紙のPDF画面

１９９８年４月号�

RD366.PDF

R & D  N e w s  K a n s a i ４月号�
C O N T E N T S

第２図 CONTENTS画面

R&D News Kansai
初めて�
お使いに�
なられる方へ�

はじめに、Avrbat Readerを�
インストールしてください�

最新の６ヶ月分�
（KINDネット版）�

バックナンバー�
（イントラネット版）�

６ヶ月より過去のものをご覧になる方
はこちらをご利用ください�

終了�

１．お読みください�
２．バックナンバー閲覧�

第４図 「バックナンバー」のビュー画面

２．バックナンバー閲覧�

閲覧可能号�

閲覧方法�

　現在、閲覧可能な発行号はございません。しばらくお待ちくださ�

１９９８年６月現在�

１．下の“研究情報検索へのリンク”ボタンをクリックする。�
２．「研究情報検索システム」の画面が表示されますので、�
　　検索エンジンを“ＪＴＯＰＩＣ”，“みつけるぞう”より�
　　選択する。�
３．検索画面を表示されますので、キーワードに「＠1998.5＠」�
　　というように、ご覧になりたい発行号を“＠”マークで囲って
入力して、サーチボタンをクリックしていただきますとご覧に
なりたい発行号の目次が表示されますので、該当する項目をク
リックしてください。�

研究情報検索システム�
へのリンク�

第５図 「研究成果情報検索システム」へのリンクボタン表示
画面
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r次に、下のサーチボタンをクリックすると、検

索結果表示画面が表示される。次にこの画面に

表示されたタイトルをクリックし、第８図の画

面を表示させる。それから「文書内容を見る」

というボタンをクリックする。

閲覧したい号のCONTENTS（目次）画面が表示さ

れるので、閲覧したい標題をクリックする。（第9図）

以降はＫＩＮＤネット版とほぼ同じ要領で利用で

きるが、次の点が異なっているので注意が必要。

・「しおり」が無い。

・次の標題を見るためには必ずCONTENTS

（目次）画面に戻る。

４．おわりに

ＫＩＮＤネットに繋がっているパソコンであれば

いつでも自由に閲覧・印刷できるので、皆さまのよ

り多くのご利用を期待したい。

なお、本誌発行時点では「研究成果情報検索シス

テム」が運用開始されていない可能性があり、その

時は「バックナンバー（イントラネット版）」は利

用できないが、８月号発行時には、「研究成果情報

検索システム」の運用開始とその紹介記事が書ける

ものと考えている。その際は、検索システム共々ご

利用の程、よろしくお願いしたい。

（追記）

「研究成果情報検索システム」はほぼ完成していて、基本構

造は変わらない。しかし、見易く、使い易くするため、画面の

文書表現や様式を現在一部見直しているので、本誌掲載内

容と若干変わるところがあると思うがご了承いただきたい。

e第６図のように「研究成果情報検索システム」

の初期画面が表示されるので、検索エンジンを

選び、検索画面を表示（第７図）させてから、

例えば１９９８年５月号を閲覧するには、キー

ワード欄に「@1998.5@」というように、閲覧

したい発行年月を半角で”@”マークで囲った

数字を入力する。

研究成果情報検索システム�
～総合技術研究所をはじめ、全社の研究成果ドキュメント（15,000件以上）から検索できます～�

注意：�このＤＢの閲覧には「Ac r o b a t  R e a d e r」が必要です。初めて利用される方は�
「Acrobat Reader」をインストールして下さい。既にインストールされている方は�
必要ありません。�

電中研「みつけるぞう」を用いた全文検索�

このＤＢの使い方�

ＮＥＣ「ＪＴＯＰＩＣ」を用いた全文検索�

総研内ホームページ（作成中）�

「Acroba t  Reade r」のインストール�

！�

第６図 「研究成果情報検索システム」の初期画面

検索画面�

全体�

キーワード�

＠1998.5＠�

Search

必ず全体をチェック�

キーワード入力�

第７図 NEC「JTOPIC」での検索画面

詳細なドキュメント表示フォーム�

文書内容を見る�

研究情報ホームページに戻る�

第８図 選択された文書の初期画面

R&D News Kansai 4月号�
目次項目をクリックすると記事にリンクされます。�

＜巻頭言＞“Eureka!発見の感激”�

配電関係研究紹介�

電気利用技術研究紹介�

・高次高調波障害調査プログラムの開発�

・光素子による変圧器劣化診断技術の研究�

・高調波多地点同時測定システムによる高調波発生源特定手法の開発�

・ワン・ストップ・サービスを目指した現地作業情報支援システムの実用化研究�

・配電自動化ペアエリアにおける都市型ＣＴＶとの共用化移行機材の開発�

・岩盤地域におけるパーカッション工法による支線工事方法の開発�

・電子写真ファイルシステムの導入�

…………………………………………………（３）�

…………………………………………（４）�

………………………………………（７）�

………（10）�

……（12）�

…（16）�

…………（19）�

………………………………………………（21）�

第９図 CONTENTSのPDF画面
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動の要因となったことが推察された。

３．解析モデルの作成

本検討では、変質帯・破砕帯の位置をある程度確

定することができた第７リフトの地質情報を基に岩

盤モデルを構築した。第２図に解析に用いた岩盤モ

デルを示す。岩盤モデルは、第７リフトまでの各リ

フトの地質展開図、インバート部地質図および地中

変位分布図より、まず空洞に対する不連続面の３次

元的な配置を推定した。次に、これら不連続面の検

討断面における位置を、地中変位分布も考慮し推定

した。また入力物性値は、試掘坑で採取した破砕帯

・概要

大規模地下空洞の施工データを用いて、施工段階

における不連続体解析法の適用性について検討した。

１．はじめに

地下発電所などの大規模地下空洞を設計する場合、

地下空洞の安定性評価に数値解析を用いることが多

い。従来、これらの解析は、岩盤を均一なものとみ

なした連続体解析が主流であり、岩盤内に存在する

断層や破砕帯等の不連続体面によって発生する不連

続的な挙動を表現することが困難であった。しかし

近年、不連続面を考慮した解析手法が研究され、実

際の不連続性岩盤への適用の試みもなされている。

今回、不連続体解析法のひとつであるDEM

（Distinct Element Method：個別要素法）を用い、奥

多々良木発電所増設工事における実際の施工データ

を用いて、施工段階における不連続体解析法の適用

性について検討したので紹介する。

２．奥多々良木発電所地下空洞の岩盤挙動特性

奥多々良木発電所地下空洞は、幅25m、高さ47m、

延長130mで、断面形状は弾頭型である。周辺の地

質は流紋岩類が主体であり、岩級はＢ～Ｃ
H
級（電

中研式）である。空洞の支保工は、吹付コンクリー

トとロックボルトを主とし、PSアンカーを補助的

に用いた。本体部は、計10リフトのベンチカットに

より完成させた。

第１図に、空洞中央部に設置した主計測断面の地

中変位分布を示す。第５リフト掘削時から水圧鉄管

側の地中変位の分布が、地中変位計の深度１mと３

mの計測点の間で不連続的な傾向を示した。また、

地質観察結果からも壁面近くに急角度の傾斜を持つ

変質帯の存在が確認され、先に示した不連続的な挙

土　木　・　建　築　関　係　研　究　紹　介

キーワード：大規模地下空洞、岩盤挙動、地中変位、不連続体解析、DEM

土木建築室 土木課

大規模地下空洞の施工実績に基づく不連続体解析の適用性検討

第１図 地中変位分布

第２図 地質モデル図

369号の目次に戻る
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内物質の一面せん断試験結果などの原位置で実施さ

れた種々の実験値から評価した。

支保工に関してはPSアンカー、ロックボルトを

モデル化し、施工実績に基づき、打設時期や打設パ

ターンも考慮した解析を実施した。

４．解析結果

第３図に各掘削リフト毎の地中変位の解析結果と

実測結果との比較を示す。対象とした地中変位計は、

第１図に示すB0E06、B0E10、B0E16の３台である。

いずれも長さ25mの６測点型（計測点は地表から０、

３、６、10、15、25m）であり、グラフには側壁面

からの距離と、最深部25mと各測点との相対変位を

示している。いずれの計測線においても、観測値に

みられるような、掘削の進行にともなう変位の増大

傾向と、不連続的な変位分布が再現されている。

次に、解析における支保工の効果を検討するため

に、支保工を全く打設しない場合の解析も実施した。

最終掘削形状において支保工を全く打設しない場合

のブロック変位図を第４図に示す。不連続面で囲ま

れ分離したブロック状の岩盤が滑り、壁面近くのく

さび状の岩盤を空洞内部に押し出すような挙動を見

せているのがわかる。一方、支保工を打設した場合

のブロック変位図を第５図に示す。支保工により、

不連続面を挟む岩盤同士がつなぎ止められて、開口

幅が小さくなる、あるいは不連続面の密着度が増加

するといった現象が解析上明らかになった。

５．まとめ

奥多々良木発電所地下空洞において確認された不

連続的な岩盤挙動を、不連続体解析手法を用いて検

証した。その結果、不連続面の幾何学的特性がある

程度精度よく評価されている場合には、不連続な岩

盤挙動をおおむね定量的に評価でき、現状の解析の第３図 解析結果と実測結果の比較（地中変位）

第４図 支保工を打設しない場合のブロック変位図

第５図 支保工を打設した場合のブロック変位図
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みならず、掘削中の予測解析手法としても適用可能

性のあることが明らかになった。

また、支保工の効果も解析的に表現可能であり、

本手法による不連続性岩盤における合理的な支保設

計の可能性を示した。

執筆者名　小澤　和弘

主に岩盤構造物の設計に関する研

究に従事

〔連絡先　92-2835〕
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３．考慮する地震の選定

前記［耐震検討用地震動］、［最大加速度マップ］

を策定するにあたり考慮すべき地震として、以下に

示す活断層と歴史地震を選定した。

a 活断層

近い将来に地震を起こし得ると考えられる活動性

の高い活断層（第１図）を選定した。基準としては、

q 原子力発電所の耐震設計でＳ
１
対象として考

慮されている活動度の高い活断層（平均変位速度が

千年あたり１m以上のものなど）

w 各自治体の防災計画上考慮されている活断層

e 文献「新編 日本の活断層（1991）」で活動度

が高いとされている活断層

のいずれかに該当するものとした。なお、各活断層

で起こる地震の規模（マグニチュード）は、活断層

長さをもとに経験式により評価した。

・概要

当社管内の、重要な建物等の耐震検討用地震動を

策定したので紹介する。

１．はじめに

兵庫県南部地震では、電力設備の耐震性を確保す

ることの重要性を再認識することとなった。近畿一

円の当社施設の耐震性を確保するためには、解析に

より新規・既存の施設の耐震検討を行い、設計・補

強計画に反映していくことが有効である。

ただし、地震の起こりやすさは地域ごとに差があ

るため、耐震検討に用いる解析モデルへの入力地震

動は、対象地点ごとにその地域特性を考慮して合理

的に策定する必要がある。

２．実施内容

これまで、地域特性を考慮した地震動の策定は原

子力施設の設計などに限られていたが、近年日本建

築学会において建物の性能規定化が検討され、また

土木学会では震源断層を想定して地震動を策定する

手法の検討がされるなど、一般的な施設にも適用し

ようとする動きが見られる。

この流れをふまえ、当社管内全域を対象に 500～

1000年に１度程度起こり得る地震動として、

［耐震検討用地震動］（解析モデルへの入力地震動で

あり対象地点ごとに策定する）

を最近の知見を反映して策定した。

また、これを補助するものとして、想定すべき地

震動を一目で把握できるよう、

［最大加速度マップ］（想定すべき地震動の大きさの

分布を示す管内全域のマップであり地域特性を判断

する目安となる）

も策定した。

近畿地方における活断層を考慮した耐震検討用地震動の策定

土木建築室　原子力地盤・耐震チーム

キーワード：耐震検討用地震動、最大加速度マップ、活断層、歴史地震、耐震性の確保
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s 歴史地震

歴史的記録から過去に起こったとされる地震（歴

史地震）が再び起こることを想定した。歴史地震の

選定には、文献「新編 日本被害地震総覧 増補改訂

版（1996）」を用いた。選定した歴史地震を第２図

に示す。図中の円の大きさはマグニチュードを表す。

４．耐震検討用地震動

実際に建物等をモデル化して耐震検討を行う際に

用いる、地表面における［耐震検討用地震動］の作

成手順を第３図に示す。

まず、第１図および第２図の中から、対象地点に

対し「q影響が大きい地震」（マグニチュードが大

きく、対象地点までの距離が短いもの）を抽出する。

次に、それぞれの地震が発生した時の対象地点の基

盤におけるスペクトルを経験式により求め、最も卓

越するスペクトルから「w基盤における地震動」を

作成する。さらに、「e表層地盤の増幅効果」を地

盤モデルを用いて評価し、「r地表面における耐震

検討用地震動」を求める。
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６．あとがき

今回ご紹介した ［耐震検討用地震動］は、各部

署の依頼に応じて作成しています。今までには、神

戸支店新社屋の構造設計（建設大臣の認定用）や、

既設の各支店社屋の耐震検討に用いられています。

このような地震動の作成が必要な場合は、土木建

築室　原子力地盤・耐震チーム（下記連絡先）にお

問い合せ下さい。

また、KINDネット全社掲示板（土木建築室建築）

「地盤･耐震に関するＰＡ活動実施中！」もご覧下さ

い。

執筆者　巽　誉樹

地震動関係の業務に従事

〔連絡先 92-4478〕

５．最大加速度マップ

活断層（第１図）と歴史地震（第２図）をもとに、

［最大加速度マップ］を策定した。このマップの目

的は、管内において想定すべき地震動の最大加速度

(Gal)の分布を見ることにより、耐震検討の方針を

決める際の参考にすることである。

第４図に、一般的な地盤における［最大加速度マ

ップ］の作成結果を示す。距離減衰式（マグニチュ

ードと震源距離から最大加速度を求める式）として

は、兵庫県南部地震の観測記録との対応も良い福

島・田中式（1991）を採用している。

なお、地盤が岩盤の場合はマップの数値に0.6を、

軟弱地盤の場合は1.4を乗じることにより、表層の

効果を考慮した概ねの値が得られる。

36.0�
�
�
�
�

35.5�
�
�
�
�

35.0�
�
�
�
�

34.5�
�
�
�
�

34.0�
�
�
�
�

33.5�
33.4

134.25 134.5 135.0 135.5 136.0 136.5

17断層＋歴史地震�
地表面�
最大加速度（Gal）�

0-50�
50-100�
100-150�
150-200�
200-250�
250-300�
300-350�
350-400�
400-450�
450-500�
500-550�
550-600�
600-650

岩 盤 の 場 合 �
軟弱地盤の場合�

：マップの数値の0.6倍�
：マップの数値の1.4倍�

20 0

S

N

W E

20 40 60 80 100（㎞）
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像データのチェック用モニタテレビで構成されてい

る。システム主要構成品の概略仕様を第１表に示す。

a 実体格子に使用した格子模様は、一辺の大き

さが７mmの市松模様を採用し、変形、汚れ等によ

るコントラストの低下を考慮して、実体格子は縦

60cm×横90cmの大きさとした。

s 参照格子画像データは、画像処理装置内で撮

像された実体格子画像データを縦横とも同率で拡大

し、実体格子の市松模様の周期とは異なる周期を有

するように形成する。実体格子と参照格子のピッチ

の比率は、モアレ縞の鮮明さ、モニタに表示される

画素数から、１：1.05とした。これにより、実体格

子の動きを20倍に拡大してとらえることができる。

・概要

斜面や構造物の微小な変位、移動量を遠距離から

短時間に計測できるシステムを開発した。

１．はじめに

落石、斜面崩壊等は電力土木設備に多大な悪影響

を及ぼす。これらの予兆である微小変位を計測し、

その発生を予知・管理することが設備の維持管理上

重要である。

長離隔距離での変位計測を、モアレ縞技術を使っ

てモアレ縞位置の移動量から計測対象物の変位を算

定する微小変位自動計測システムを開発したので紹

介する。

計測システムは、視準線に垂直な平面内の任意方

向の変位計測を、長離隔距離の計測で大気擾乱によ

るゆらぎ補正を行い、指定した時刻に自動的に計測

する機能を有している。主な特徴は、

a 200ｍの離隔距離で微小変位が計測できる。

モアレ縞の移動を計測することで、物体に取付けた

実体格子の変位を等価的に20倍に拡大して計測する

ため精度が高い。実体格子の撮像をＴＶカメラと望

遠鏡との組合わせにより長離隔距離化を図った。

s ２次元の任意方向の変位を短時間で、自動で

連続計測が可能である。

パソコンでの画像処理による計測であるため、実

体格子模様を縦横に２次元配列することで、システ

ム設定後は人手を要することなく、２次元方向を同

時に自動で連続して計測することが可能である。

２．計測システムの概要

第１図に計測システムの概要を示す。計測対象物

に取付ける実体格子、画像データを収集するための

望遠鏡およびＴＶカメラ、画像データを加工し変位

量を算定するための画像処理装置（パソコン）、画

落石、斜面崩壊の予知・管理技術の開発

構 築 研 究 室

キーワード：斜面崩壊、モアレ縞、微小変位、市松模様、２次元変位
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④パソコン�

⑤ビデオメモリ�

視準線�

磁気ディスク�

⑦自動観測プログラム（モアレ縞座標検出を含む）�

第１図 計測システムの概要

第１表 システム主要構成品の概略仕様

番号� 構成品名� 仕　 様　 等�

�
望遠鏡� 焦点距離2,000mm 口径80mm 屈折型�

41万画素モノクロCCDカメラ�

厚さ３mmジュラルミン製 特殊印刷パターン�

PC9821 OSはMS-DOSまたはWindows95

パソコンに実装するアドオンボード�

実体格子映像を拡大して作成�

指定時刻に観測を実行�

TVカメラ�

実体格子�

パソコン�

ビデオメモリー�

参照格子画像データ�

自動観測プログラム�

369号の目次に戻る
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３．計測システムの原理

計測対象物に取付けた実体格子を遠隔地点から望

遠レンズを介してＴＶカメラで撮像する。画像処理

装置内に実体格子画像データを取込み、参照格子画

像データと重ね合わせてモアレ縞を生成する。

a モアレ縞の発生パターンを第２図に示す。モ

アレ縞は、２つの格子ピッチの最小公倍数の間

隔で周期的に現れる。

s 実体格子画像データは、１秒周期で100コマ

の映像をフリーズし、対応画素毎に相加平均を

求め、ゆらぎの影響を低減させた。

d 実体格子が動くと、それに追従してモアレ縞

も移動する。その移動量を変位としてとらえる

ものである。モアレ縞位置をパターンマッチン

グ処理によって検出し、モアレ縞位置の変動量

から実体格子の変位を算出する。

モアレ縞の位置が基準（前回）位置から水平

方向にδX、垂直方向にδY移動した時の、実

体格子の移動（変位）量△Ｘ・△Ｙは次のよう　

になる。

△Ｘ＝Ｐ1・δX／Ｄ △Ｙ＝Ｐ1・δY／Ｄ

f １回あたりの計測時間は、実体格子画像デー

タを取込みからモアレ縞の生成、モアレ縞位置

の移動量、実体格子の移動量の算出まで約15分

である。

g 計測精度は、日照等の影響によって実体格子

が伸び、モアレ縞間隔が変動する見かけ上の変

位を取除くことで±0.3mm程度に押さえられる。

第３図に日照の有無とモアレ縞間隔の変動を示

す。実体格子の移動量と計測値の関係を第４図

に示す。

４．今後の予定

今後、計測時間の短縮による計測頻度の増大、計

測分解能と精度向上に取組む予定である。

執筆者名　鬼丸　光明

法面変位連続観測試験研究に従事

〔連絡先　92-6436〕

写真１ 計測システムの外観
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２．実　験

実験は、埋設構造物としてボックスカルバートの

1/25縮小模型を、総研の三次元振動台に設置した

“せん断土槽”に埋設して実施した。

a 模型の作成

カルバート模型は、剛性低下をさせない剛体

モデル１種類と、部材剛性一様低下モデル１種

類、部材の端部剛性低下モデル３種類の５つの

モデルを作成し、それぞれの挙動について比較

・概要

地中に埋設されたカルバート等の構造物が、強い

地震動により局部破壊された場合の挙動について、

模型振動実験により検証した。

１．研究のねらい

兵庫県南部地震（阪神淡路大震災）を契機として

各種土木構造物の耐震設計基準の改訂が検討されつ

つあり（一部については、改訂されている。）、その

方向性について論議が行われている。

新しい耐震設計基準は、動的解析を用いた限界状

態設計法となるようであり、この場合の動的解析は

基準地震波形を入力し、時々刻々変化する構造物各

部の応力や変形等を時刻歴で求めるものとなる。

今回の研究は埋設構造物を事例に、部材の局部破

壊による剛性低下の大きさが地震時の挙動に及ぼす

影響を、模型振動実験により把握し、今後実施され

る地中構造物の耐震安全照査のための基礎データを

得るものである。

塑性領域における埋設構造物の地震時挙動について

構築研究室（地盤・耐震）

キーワード：模型振動実験・埋設構造物・地震動・塑性領域・耐震設計

項　目� 平成７年度� 平成８年度� 平成９年度� 平成10年度�

建設省�7.2�
通達　道路橋の復旧に係る仕様�

8.12（日本道路協会）�
道路橋示方書耐震設計編（改訂）�
　震度法→限界状態設計法�
　動的解析を基本とする。�
　塑性領域での変形を考慮する。�

9.10（日本河川協会）�
　建設省河川砂防技術基準（改訂）�

　　　�

運輸省�7.4�
通達　再構築構造物の復旧仕様�
7.7�
通達　新設構造物の耐震設計に�
　　　係わる当面の措置�
7.11�
通達　港湾の施設の耐震設計に�
　　　係わる当面の措置�

8.3（鉄道総合技術研究所）�
　新設構造物の当面の耐震設計�
　　に関する参考資料�

9.10�
　鉄道構造物等設計標準・同解説�
　－基準構造物・杭土圧構造物－�
　　限界状態設計法を使用する�
　　　場合の規定�
　　動的解析を原則とする。�
9.8�
通達　新たな耐震設計の通達�
　液状化予測・判定、桟橋の耐震�
　　設計法及び耐震強化施設の�
　　設計法�

　�
�
�
�
�
�
10.9（日本港協会）�
　港湾の施設の技術上の基準�
　　変形許容枠の設定と変形照�
　　　査の導入�
　　液状化防止対策指針�

厚生省�　　� 8.3（日本水道協会）�
　水道施設耐震工法指針�
　　構造物の重要度による重み�
　　　づけ�

9.8（日本下水道協会）�
　側方流動化対策導入�

　�

土木学会�7.5（第一次提言）�
　レベル1・レベル2の地震動強�
　さの想定による照査�
8.1�
　レベル2地震動は活断層を明�
　らかにして想定する。�

8.6�
　トンネル標準示方書�
　　開削トンネルの耐震設計は�
　　　直下型地震の恐れがある�
　　　ところでは配慮する。�
　　設計震度を引き上げる。�
　　弾性設計を基本とするが、�
　　塑性領域を考慮したチェッ�
　　クを行う�
8.7�
　コンクリート標準示方書�
　（耐震設計編）�
　限界状態設計法と耐震性能照�
　　査方法を規定し、設計と照�
　　査を明確に分離する。�
　部材に要求される複数の限界状�
　　態をそれぞれ別個に照査する。�

4.1「土木構造物の耐震設計法特別委員会」設置�
　目的：構造物の耐震基準が道路・鉄道・港湾等で統一されていな�
　　　　いため、これらを横つなぎして見直す。�
　　　６ワーキング（入力地震動ＷＧ、鋼構造物の限界状態ＷＧ、�
　　　　　　　　　　コンクリート構造物の限界状態ＷＧ、液状化�
　　　　　　　　　　および側方流動ＷＧ、土構造物および地中構�
　　　　　　　　　　造物の耐震設計法ＷＧ、地震防災社会システ�
　　　　　　　　　　ムＷＧ）�
　　　耐震工学委員会の組織・名称変更：「地震工学委員会」�
　　　「耐震基小委員会」を設置して、上記特別委員会の結果をさ�
　　　らにブレークダウンして実際の設計法を開発する。�

第１表 耐震設計基準改訂の動向
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第１図 実験装置の概要

モデルＥ�

　天板を図のように張り合わせた塩ビ板を�

　成し、全体剛性を低下させ、模型を作成�

　した。（モデルＡと同様の剛結合）�

モデルＣ�

Ｋ型隙間�

１㎜�

モデルＤ�

Ｋ型隙間�

６㎜�

モデルＢ�

Ｋ型隙間０㎜�

モデルＡ�

塩ビ剛結合�

モデルＡ�

模型タイプ� 条　　　　　件� 模型固有振動数�実験ケース�

Ｓ．1

Ｓ．2

Ｓ．3

Ｓ．4

Ｓ．5

Ｓ．6

35Hz

25Hz

18Hz

13Hz

35Hz

地盤のみ�

：塩ビ剛結合�

：塩ビＫ型隙間０㎜�

：塩ビＫ型隙間１㎜�

：塩ビＫ型隙間６㎜�

：塩ビ空洞剛結合�

モデルＢ�

モデルＣ�

モデルＤ�

モデルＥ�

第２表 カルバート模型の概要

（単位：mm）
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するものとした。

s 水平載荷試験

模型振動実験のための事前試験として、水平　

交番載荷試験を行い、模型地盤の変位量と埋設

構造物模型の変位量・土圧力等の関係を測定し

た。

d 模型振動実験

模型地盤と構造物模型の固有振動数を測定し、

これを入力周波数として、加速度を 25gal 50gal

100gal 200gal と変化させた正弦波を三次元振　

動台に水平一方向入力させて、埋設構造物の挙

動を測定した。（地震動の加速度gal（ガル）は、

速度の単位時間あたりの変化量でcm/sec２で表

される。重力の加速度は980cm/sec２であり、一

般に１Ｇで表している）

３．結　果

a 水平載荷試験

構造物模型の“ひずみ（変形）”は、せん断

土槽の変位量よりも、土槽の変位による土圧力

の変化による影響を強く受ける。

振動実験に際しては、土圧の時刻歴変化を詳

細に測定する必要がある。

s 模型振動実験

埋設された構造物模型は、加振初期はせん断

土槽の変位よりも早く振動の影響を受けて振動

を始め、しばらく時間を経てから、土槽と一体

化した振動変位形態を示した。

埋設構造物の変位は、側方土圧の変化と同じ

傾向を示すが、剛性が低下するに従い上下変位

量が卓越してきた。

模型側壁にかかる土圧の変動は、模型の剛性

が低下するに従い大きくなる。部材剛性を一様

低下させた模型では、同じ固有振動数の局部剛

性低下模型よりも大きい土圧の変動を示した。

d 総合結果

模型にかかる上下方向の最大土圧は、上下変

位量に差があるものの、模型の違いによる差は
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生じていない。

また、入力加速度が大きくなると、地盤と構　

造物模型の挙動の一体化が、模型構造の別なく

表れた。

４．成　果

今回の実験により、埋設された構造物の地震時挙

動が、模型振動実験で得られた。

得られたデータは、現在、動的解析によるシミュ

レーションに反映すべく検討中であり、その結果は

埋設構造物の耐震安全照査の一手法として提案した

い。

５．今後の課題

模型実験は、一定の相似則に則り実施されるもの

であり、今回の振動実験は土の中に埋設された構造

物模型の挙動のみを取扱っている。

今後、地盤と構造物の双方の連成された地震挙動

を実験で研究する場合には、二つの異なった相似則

をどう連成させるか。また、従来の弾性領域での相

似則が塑性領域でどう変わるか等、得られた実験デ

ータを定量的に扱うための、実験技術・方法の開発

が必要であり、今後の研究課題としたい。

以　上

執筆者　玉井秀喜

土木関係地盤・構造物の耐震研究

に従事

〔連絡先　92-6431〕
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する他、減勢池では流速、水位等、減勢の状況を確

認するとともに、水車の吸出管にかかる動水圧の程

度を確認する。

また、減勢池から放水路に流入する際にセルフプ

ライミング現象が生じないよう、放水路水位と天端

との必要な空間の検討も行った。

３．実験結果

a 余水路（竪坑）の負圧と軽減対策

負圧は竪坑の上部で最も大きく、下方に行くに従

い小さくなり下端付近では（正）の圧力となった。

なお、負圧は空気の連入が不十分なことにより発

生するものであり、この実験では吸気管による負圧

の軽減対策を試みた。第２図参考

吸気管については、本数・断面積・取付け位置等

により、負圧軽減効果に差が出るため、実験では多

くのケースを試み、第２図に示したケースで最大の

負圧3.7ｔ／m2を2.0ｔ／m2に軽減できた。

また、空気の連入方法としては、吸気管によるほ

か、竪坑呑口部の形状（スポイラーの設置等）を工

夫することも有効な手段であろう。

s 減勢池の流況

減勢池へ突入する流速は18m／sで減勢池内の流

速、水位は第３図のとおりであり、衝撃板直下流で

・概要

水車の放水庭スペースを竪坑式余水路の減勢池と

して利用し、減勢した余水を発電用放水路を経て河

川に放流する構造の模型実験を実施したので、その

結果について報告する。

１．ねらい

流れ込み式水力発電所の水槽余水路ルートと発電

ルートは、それぞれが独立して形成されているのが

一般的であるが、地下式発電所の場合で余水路も地

下に設ける時には、余水の減勢、放流に発電の放流

ルート（水車放水庭、放水路）を利用することによ

り、建設コストの低減を図るものである。

２．実験内容

a 実験モデル、縮尺等

実験は、小規模水力発電所を対象として次の諸元

で実施した。

なお、余水路・減勢池の構造概要を第１図に示し

た。

s 実験内容

水車のトリップにより、水槽からオーバーフローし

た水が余水路（竪坑）に流れ込み、落下する際に発

生する負圧の程度と、負圧の軽減方法について検討

竪坑式余水路・減勢工の水理模型実験

構 築 研 究 室

キーワード：竪坑（余水管）負圧、減勢池流況、セルフプライミング

項　　目�

減勢流量� Qmax＝6.0m／s

53m（水槽水位～減勢池水位）�

一般的な竪坑形状の円形断面とした�

φ９００mm

水車放水庭の必要容量に、減勢のた�

めの衝撃板のスペースを加えた�

１／１０の模型縮尺とした�

減勢落差�

余水路形状�

　　　直径�
�

減　勢　池�

縮　　尺�

放水路形状�

　　　 幅�

　　　高さ�
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第１図 余水路減勢池概要図
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は部分的に早い流速も見られるが、放水路の入口付

近では十分に減速されている。また、水面変動は第

３図の平均水位に対して±30cm程度であった。

吸出管にかかる動水圧は最大で２ｔ／m2で吸出

管の設計に大きく影響する程のものではなかった。

d 放水路のセルフプライミング

減勢池内には、水槽から竪坑を経由して、圧力の

変動を伴った多量の空気が流れ込んでいるため、放

水路にセルフプライミングが発生することが考えら

れたので、放水路敷高調整により放水路天端と水面

のクリアランスを変化させてこの現象を再現した。

この実験では、放水路の設計相対水深＝0.85以上

の時に放水路入口付近が起点で発生し、放水路水位

を２cm（実寸）下げれば発生しなかった。

なお第４図にセルフプライミング発生時の放水路

の水面形状を、写真１にその現象を示した。

４．まとめ

発電のために必要な放水庭と放水路を、余水の減

勢と放流ルートに利用する場合について、実験の結

果、次の様な事が確認された。

・竪坑内に発生する負圧は空気の連入により軽減

できる

・水車の吸出管にかかる動水圧は問題とする程大
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第２図 竪坑の圧力分布と負圧軽減対策
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きくない

・放水路のセルフプライミング防止のため、連入

した空気をスムーズに排気する必要があり、放

水路天端の空間を利用して排気する場合は放水

路の設計水深の決定には特に注意が必要である

・今回の実験では竪坑の負圧、減勢状況、セルフ

プライミング等について、その現象を大局的に

把握することに止めたが、今後機会を見て現象

そのものの水理的解明等にもチャレンジしたい
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